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令和 2年度大洗町

木造住宅耐震化支援事業のお知らせ
　大洗町では、昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築された木造

住宅にお住まいの方を対象に木造住宅の耐震化を支援する

ため、耐震設計・改修工事費の補助を実施しております。

申込期限　10 月 30 日（金）（閉庁日を除く）

受付時間　8:30 ～ 17:15

補助金額　耐震改修設計：設計に要する費用の 3 分の 2

　　　　　　　　　　　　（限度額 100,000 円）

　　　　　耐震改修工事：工事に要する費用の 23％

　　　　　　　　　　　　（限度額 230,000 円）

募集件数　耐震改修設計：1 件（先着順）

　　　　　耐震改修工事：1 件（先着順）

対象となる住宅の要件

・昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅。

・町内に存ずる所有者自らが居住している木造住宅で、

町税・国民健康保険税等を滞納していないこと。

・県知事が認定した木造住宅耐震診断士による耐震診

断を行い、耐震改修工事後に基準値以上になるよう

に設計・改修を行うもの。

・耐震改修工事のみを行う場合は、耐震改修設計を茨

城県木造住宅耐震診断士又はその他町長が認めるも

のが行ったものであること。

・この他の詳細な要件につきましては、都市建設課ま

でお問合せください。

問　合　せ　都市建設課 計画開発係　☎ 267-5156

健診募集のお知らせ
　10 月 21日（水）に、住民健診とともに腹部超音波健診、

胃がん検診が同時に受診できる総合健診の予約に、若干の

空きがあります。

　また、10 月 31日（土）の子宮がん、乳がんの女性健診

にも空きがあります。

　受診希望の方は、ネット予約か健康増進課までお申し込

みください。

申込み／問合せ　健康増進課　☎ 266-1010

予約ホームページ

　　https://www.mrso.jp/gov/ibaraki/oarai/index/

新型コロナウイルスに便乗した詐欺にご注意を！
相談／問合せ 大洗町消費生活センター（生活環境課内）☎ 267-5111（内線 244）

令和 3年度大洗町奨学生【大学生】

　経済的理由で修学が困難な、優良な学生に対し、有為

な人材の育成を図ることを目的に、奨学資金の貸付を行

います。

応募資格　次の①～④の要件をすべて満たす方

①町内に 1 年以上居住する方のお子さん

②令和 3 年 4 月から大学（短大含む）へ進学を予定

している方、または在学中の方

③人物・学業ともに優良である方（平均評定 3.0 以上）

④経済的理由により修学が困難な方（収入基準あり）

奨学金額　区分に応じて貸付金額を選択します。

大　学 通学形態 貸付月額

国公立
自宅通学 4 万円

自宅外通学 4 万円または 5 万円

私　立

自宅通学 4 万円または５万円

自宅外通学
4 万円または５万円

または６万円

返　　還　無利子。卒業の翌年から 10 年以内に全額返還。

＊卒業後Ｕターン就職等で大洗町に定住した

場合、返還金が一部免除となります。

募集人数　8 名程度 [ 予定 ]

受付期間　10 月 6 日（火）～ 11 月 6 日（金）　

　　　　　8:30 ～ 17:15　＊土日、祝日を除く

提出書類　①大洗町奨学生願書　　②奨学生推薦調書　

　　　　　③保護者の令和 2 年度課税証明書

＊①②は学校教育課に備えてあります。また

は町ホームページよりダウンロードできま

す。③は住民課窓口にて取得できます。

提出方法　必要書類を直接窓口へ提出してください。

　　　　　☆詳細は、町ホームページをご覧ください。

問　合　せ　学校教育課（内線 353）

交通規制のお知らせ

　水道管布設替工事のため交通規制を行いますので、ご

協力をお願いいたします。

工事期間　9 月下旬～令和 3 年 1 月下旬

工事時間　8:30 ～ 17:00

工事場所　磯浜町地内　

施工業者　大川設備工業㈱　☎ 266-1461

　

問　合　せ　上下水道課　☎ 267-5125

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）

の全国一斉情報伝達試験について

　国（内閣官房・消防庁）による、全国瞬時警報システ

ム（Ｊアラート）の全国一斉情報伝達試験を 10 月 7

日（水）午前 11 時から行います。

　これにより、町内一斉に防災行政無線および戸別受信

機から試験放送が流れますので、ご迷惑をおかけします

が、ご理解ご協力をお願いいたします。

　全国瞬時警報システムとは、弾道ミサイル情報、津波

情報、緊急地震速報等、対処に時間的余裕のない事態に

関する情報を、人工衛星を用いて国（内閣官房・気象庁

から消防庁を経由）から送信します。受信した町の防災

行政無線が自動起動することにより、国から緊急情報を

町民に瞬時に伝達するシステムです。

問　合　せ　生活環境課（内線 241・246）


